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連結株主資本等変動計算書

(平成30年６月 1 日から
令和 元 年５月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 4,367,774 4,253,965 18,239,096 △12,779 26,848,056

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △450,496 △450,496
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,513,028 3,513,028

自 己 株 式 の 取 得 △442 △442
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 3,062,531 △442 3,062,089

当 期 末 残 高 4,367,774 4,253,965 21,301,628 △13,222 29,910,146

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 998,787 221,568 △8,108 1,212,248 435,249 28,495,554

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △450,496
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,513,028

自 己 株 式 の 取 得 △442
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △171,063 △26,338 17,049 △180,352 △27,922 △208,274

連結会計年度中の変動額合計 △171,063 △26,338 17,049 △180,352 △27,922 2,853,814

当 期 末 残 高 827,724 195,230 8,941 1,031,896 407,327 31,349,369
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　３社
・連結子会社の名称　　　　　　　大和薬品工業株式会社

Daito Pharmaceuticals America,Inc.
大桐製薬（中国）有限責任公司

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社
　及び関連会社数　　　　　　　　－社

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称　　　　　（非連結子会社）

該当事項はありません。
（関連会社）

株式会社フェルゼンファーマ
・持分法を適用しない理由　　　　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

が連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性
がないため、持分法の適用の範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、大和薬品工業株式会社及びDaito Pharmaceuticals America,Inc.の事業年度は、連
結会計年度と一致しております。大桐製薬（中国）有限責任公司の決算日は12月31日であり、連結計算書
類の作成にあたっては、３月31日現在において仮決算を行っております。
　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

－ 2 －

連結注記表



ロ．たな卸資産
・商品及び製品、原材料、
　仕掛品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　　個別法に基づく原価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物
については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　建物及び構築物　　　　５年～55年
　　　機械装置及び運搬具　　４年～８年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、定額法を採用しております。残存価額
は、リース契約上の残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零としております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社の従業員に対して支給する賞与の支出に充て
るため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上して
おります。

ハ．返品調整引当金　　　　　　　返品による損失に備えるため、返品実績を基に算出した必要額を計上
しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
て給付算定式基準によっております。
ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　発生の翌連結会計年度に一括処理しております。
ハ．未認識数理計算上の差異の会計処理方法
　税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し
ております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中の平均相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に計上しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当連結年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分
に表示しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産並びに担保付債務

①　担保資産
投資有価証券 252,788千円

計 252,788千円
②　担保付債務

債務保証 72,614千円
計 72,614千円

　⑵　有形固定資産の減価償却累計額 29,709,302千円

　⑶　有形固定資産に係る国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額は、建物及び構築物765,595千円でありま
す。

　⑷　偶発債務
債務保証
　以下の会社の武田薬品工業株式会社からの買掛債務に対して、債務保証を行っております。

保証先 金額
　㈱富士薬品 30,511千円
　マイランEPD合同会社 21,819千円
　㈱パナケイア製薬 6,527千円
　日医工㈱ 5,633千円
　佐藤薬品工業㈱ 4,185千円
　キョーリン製薬グループ工場㈱ 3,936千円

合計 72,614千円

　⑸　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額 15,000,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 15,000,000千円
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４．連結損益計算書に関する注記
　たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて
おります。

△139,135千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 12,519,064株 －株 －株 12,519,064株

⑵　自己株式の数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 5,241株 143株 －株 5,384株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加143株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

⑶　配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額 (円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年７月13日
取 締 役 会 普通株式 225,248 18 平成30年５月31日 平成30年８月８日

平成31年１月11日
取 締 役 会 普通株式 225,247 18 平成30年11月30日 平成31年２月１日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　令和元年７月12日開催の取締役会において次のとおり決議する予定であります。

・配当金の総額 250,273千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 20円
・基準日 令和元年５月31日
・効力発生日 令和元年８月８日
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に
よる方針です。デリバティブは、原材料の輸入取引に係る為替変動リスク及び借入金の金利変動リスクを
軽減するために利用し、投機的な取引は行いません。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権並びにファクタリング債権は、顧客の信用リスクに
晒されております。当該リスクに関しては、信用状況を把握する体制としております。
　投資有価証券である株式は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ
れております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びにファクタリング債務は、そのほとんどが１年
以内の支払期日です。原材料の輸入取引には外貨建のものがあり、為替変動リスクに晒されております。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リス
クに晒されております。
　長期借入金及びリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
　デリバティブ取引の執行・管理については、資金担当部門が決済責任者の承認を得て実施しており、ま
た、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引
を行っております。そのため、相手先との契約不履行による信用リスクはほとんどないと判断しておりま
す。
　また、営業債権は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金計画を
作成するなどの方法により管理しております。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　令和元年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
（＊） 時 価 ( ＊ ) 差 額

①　現金及び預金 1,819,437 1,819,437 －
②　受取手形及び売掛金 9,394,749 9,394,749 －
③　電子記録債権 2,789,426 2,789,426 －
④　ファクタリング債権 12,659 12,659 －
⑤　投資有価証券
　　　その他有価証券 2,362,446 2,362,446 －
⑥　支払手形及び買掛金 (4,086,232) (4,086,232) －
⑦　電子記録債務 (2,689,526) (2,689,526) －
⑧　未払法人税等 (351,942) (351,942) －
⑨　未払金 (1,061,656) (1,061,656) －
⑩　ファクタリング債務 (408,140) (408,140) －
⑪　設備関係支払手形 (54,375) (54,375) －
⑫　長期借入金 (4,945,555) (4,942,740) △2,814
⑬　リース債務 (9,132) (9,158) 26

　　(＊)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　　　　　①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権並びに④ファクタリング債権
　　　　　　これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
　　　　　⑤投資有価証券
　　　　　　時価については、株式の取引所の価格によっております。
　　　　　⑥支払手形及び買掛金、⑦電子記録債務、⑧未払法人税等、⑨未払金、⑩ファクタリング債務並びに

⑪設備関係支払手形
　　　　　　これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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　　　　　⑫長期借入金
　　　　　　時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。
　　　　　⑬リース債務
　　　　　　時価については、主として元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　　　　　　非上場株式　　　　　　417,528千円
　　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑤投

資有価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,472円66銭
⑵　１株当たり当期純利益 280円73銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

９．その他の注記
該当事項はありません。

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成30年６月 1 日から
令和 元 年５月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資 本 剰 余 金

合 計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,367,774 4,253,965 4,253,965 34,375 16,120,031 16,154,406 △12,779 24,763,365

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △450,496 △450,496 △450,496

当 期 純 利 益 3,145,570 3,145,570 3,145,570

自己株式の取得 △442 △442

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 2,695,074 2,695,074 △442 2,694,631

当 期 末 残 高 4,367,774 4,253,965 4,253,965 34,375 18,815,105 18,849,480 △13,222 27,457,997

評価・換算差額等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価

証 券 評 価 差
額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 998,787 998,787 25,762,153

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △450,496

当 期 純 利 益 3,145,570

自己株式の取得 △442

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) △171,063 △171,063 △171,063

事業年度中の変動額合計 △171,063 △171,063 2,523,568

当 期 末 残 高 827,724 827,724 28,285,722
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券
　・子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。
　・その他有価証券

　　時価のあるもの　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお
ります。

　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産

・商品及び製品、原材料、仕掛品　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得し
た建物（建物附属設備を除く）及び平成28年４月１日以降に取得した
建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建　　　　物　　　　　　５年～55年
　機械及び装置　　　　　　８年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、定額法を採用しております。残存価額
は、リース契約上の残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零としております。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額
のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③　返品調整引当金　　　　　　　　返品による損失に備えるため、返品実績を基に算出した必要額を計上
しております。

④　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末日における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括処理しております。

⑷　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
②　退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計

算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

２．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当事業年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分
に表示しております。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産並びに担保付債務

①　担保資産
投資有価証券 252,788千円

計 252,788千円
②　担保付債務

債務保証 72,614千円
計 72,614千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 25,686,429千円

⑶　有形固定資産に係る国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額は、建物762,235千円であります。

⑷　偶発債務
債務保証
　以下の会社の武田薬品工業株式会社からの買掛債務に対して、債務保証を行っております。

保証先 金額
　㈱富士薬品 30,511千円
　マイランEPD合同会社 21,819千円
　㈱パナケイア製薬 6,527千円
　日医工㈱ 5,633千円
　佐藤薬品工業㈱ 4,185千円
　キョーリン製薬グループ工場㈱ 3,936千円

合計 72,614千円
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⑸　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
　　　当社では、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額 15,000,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 15,000,000千円

⑹　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 243,917千円
②　短期金銭債務 335,625千円

４．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

①　売上高 317,590千円
②　仕入高 5,528,602千円
③　販売費及び一般管理費 48,906千円
④　営業取引以外の取引高 42,935千円

⑵　たな卸資産評価損
　たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ
ております。

△94,994千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 5,241株 143株 －株 5,384株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加143株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金及び未払費用（賞与他） 214,427千円
研究開発費 204,187千円
退職給付引当金 129,173千円
たな卸資産 70,850千円
投資有価証券 56,697千円
その他 121,465千円

繰延税金資産小計 796,800千円
評価性引当額 △148,706千円
繰延税金資産合計 648,093千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 346,330千円
その他 21,127千円

繰延税金負債合計 367,457千円
繰延税金資産の純額 280,635千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社

種 類 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
(被 所 有 )
割 合 (％ )

関 係 内 容
取引の内容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社 大和薬品工業
株式会社 98,000

医 薬 品
原 料 の
製 造

100 有

医 薬 品
原 料 を
同 社 が
製 造
し 、 当
社 が 購
入
資 金 の
援助

製品等の
購 入 5,327,408 買 掛 金 326,487

資金の回
収 30,000 短 期 貸

付 金 150,000

資金の回
収 806,924 長 期 貸

付 金 －

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．原材料、商品及び製品の売買については、一般取引条件を勘案したうえ、取引価格を決定しておりま

す。
３．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、短期貸付金については極度額

を定め、毎月貸付額の見直しを行っており、取引金額は純額表示しております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,260円38銭
⑵　１株当たり当期純利益 251円37銭

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

１０．その他の注記
　該当事項はありません。

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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